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②　低減目標等の設定
先の中長期計画で示された、｢大規模省エネ改修相当｣ と ｢小・中規模省エネ改修相当｣ をまとめた

省エネルギー対策を行うことにより、対象施設全体に対する一次エネルギー削減率について10年間で

20％を低減目標とし、かつCO2 削減率においては、この数値以上を低減目標とする。

なお今後の投資環境の状況によっては、計画の見直しを適宜行うこととする。

また後述するような、更なる省エネの取り組みを行うことにより、先の低減目標値をあげることも可能

である。

③　更なる省エネの取り組み
先の目標値は、主に既存の施設の省エネ改修を前提とした計画であるが、今後の新築建物や整備状況を

鑑みて、より省エネを進めるために『アドバンスト・エコ・システム』として、次のような技術の検討を

今後の課題とする。

（1）ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）技術の活用

新築建物については、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）技術を活用して、より省エネを図る

こととする。ZEBとは、｢建築物における一次エネルギー消費量を、建築物・設備の省エネ性能の向上、

エネルギーの面的利用、オンサイトでの再生可能エネルギーの活用等により削減し、年間の一次エネルギー

消費量が正味（ネット）でゼロまたは概ねゼロとなる建築物｣ のことであり、経済産業省を中心に実現と

展開のための研究が進んでいる。

最新の竣工建物である積貞棟をモデルに、ZEB技術を活用して更なる省エネの実現性について検討し

た。

次頁の表－32に検討ケース（Ａ～Ｈ）の前提条件を示す。ケースＡは現状、ケースＢ～Ｇは段階的に

ZEB技術を活用した場合、ケースＨは10年後程度の技術進歩を考慮した場合の条件を示す。

ZEB技術としては、高性能ガラスや庇のようなパッシブ建築対応、外気取入量制御のような自然エネ

ルギー利用、先の新技術熱源のような高効率熱源対応、インバータ制御のような低消費搬送対応、LED

照明のような高効率照明対応、および太陽光発電などをその他対応とした。またケースＨは10年後程度

の技術進歩を想定して、LED照明の高効率化、医療機器等の省エネ化を設定した。

次頁の図表－６に検討結果を示す。ここではその他として医療機器などのエネルギー消費を含めている。

最新の建物が前提であってもZEB技術を活用した場合には、19.1％の省エネの可能性があることが

判明した。また、10年後程度の将来における技術進歩を考慮した場合は、32.8％の省エネの可能性が

期待できる。ここで、熱源のエネルギー原単位が、ケースＥ→Ｆ、ケースＧ→Ｈにおいて増加しているのは、

室内発熱要素である照明の消費電力が減少する設定を行ったため、熱源側で処理する冷房負荷が減少する

一方で暖房負荷が増加、熱源のCOPは冷房より暖房のほうが劣るため、結果として熱源のエネルギー量

が増加している。但し照明エネルギーの削減が大きな効果を発揮して、全体としては減少する結果となっ

ている。

先のエネルギー実態調査で示したように、医療・実験機器によるエネルギー消費割合は全体の半分程度

と非常に多いため、それに関する省エネ化が必要不可欠である。
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表－32　ＺＥＢ技術活用検討の前提条件

図表－６　ＺＥＢ技術活用検討結果
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（2）トータルエネルギーコントロールシステム（ＴＥＣＳ）

図－26にトータルエネルギーコントロールシステム（TECS）の概念を示す。TECSでは、太陽光発

電やコージェネのような創エネルギーシステム取り入れ、太陽熱利用吸収式冷温水機や地中熱ヒートポン

プのような自然エネルギーシステムを有効利用し、高機能な建物および設備（高性能チラー、氷蓄熱＋大

温度差空調、コージェネなど）により負荷の削減や平準化を行い、中央熱源や個別分散の出力調整や監視

をエネルギーマネジメントセンターで行うことにより適切なエネルギーコントロールを行うこととする。

これらは、今後整備を予定しているBEMSの機能を発展させ、スマートメータなどを活用することにより、

きめ細かく、高度なコントロールができるものと考えられる。

図－26　トータルエネルギーコントロールシステムの概念

まとめ
環境問題ならびに資源・エネルギー問題は、21世紀の人類に課せられた最重要課題である。そこでこれら

二つの問題の同時解決に寄与できる手段として、二酸化炭素の排出量の削減をともなう省エネルギー対策には

大きな役割が期待される。京都大学では平成20年度に環境賦課金制度を導入し、積極的に省エネルギー対策

に取り組んできた。施設の省エネルギー改修によって１％、構成員の環境配慮行動によって１％の合計２％／

年の二酸化炭素排出量の削減を目標として様々な対策を講じて一定の成果を上げてきたが、社会の範を示すた

めにはより一層の削減を目指さなければならない。今回の京都大学における省エネルギー中長期計画を策定す

る本事業においては、エネルギー削減効果が最も大きいと考えられる附属病院を対象として検討した。この検

討内容は通常考えられる省エネ対策を踏まえた上で、更なる省エネを実現するためには、どのようなことが可

能かまでの検討を加えており、13回におよぶ作業部会ならびに３回の策定委員会における議論をまとめたの

が本報告書である。

本学ならびに他大学における省エネルギーの先導的な取り組みに際して、本事業の研究成果が活用されるこ

とを期待している。
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参考：省エネルギー診断から中長期計画策定までのフロー
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医学部附属病院省エネルギー中長期計画策定委員会名簿
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京都大学医学部附属病院省エネルギー中長期計画策定委員会作業部会（WG）名簿
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